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教育政策形成における政府間関係の分析枠組み

一一動的相互依存モデルの可能性一一一

1.本稿の目的

本稿の白的は自治体が取り組み始めた教育政

策を国が採用し全国的に展開する過程を観察す

ることで， 2000年に施行された地方分権一括法

を契機とする地方分権改革以降の教育政策形成

における政府間関係を分析する枠組みとして，

「動的相互依存モデルJ(伊藤 2002)を援用す

ることの有効性を検討することである。

ここで政府間関係とは，①中央政府と地方政

府あるいは上位政清と下位政府との関係(垂直

的政府間関係)，②同位の地方政府ー同士の関係

(水平的政府間関係)を指す。本稿でこの概念を

用いる理由は，動的相互依存モデルが両者を統

合して捉えるモデルであること，教育行政の中

央一地方関係といった場合に，個加の地方政府

だけでなく，地方政府の集合体や地方政府間の

関係も分析の対象としているからである。

1990年代以降，教育行政においても地方分権

改革の推進により，自治体の政策選択の幅が広

がっている(青木 20l3)。各自治体は，ある政

策を実施するか否か，どこに重点を置くのか，

具体的な制度設計をどのようなものにするのか

について，地域の実情に応じて自ら選択・決定

する必要に迫られている。一方，中央政府(あ

るいは上位政府)にとっては，そうした多様な

自治体の政策形成・政策実施をどのように取り

扱うか，また国(都道府黒)レベルの政策とど

のように結び付けていくのかが課題となってい

る。例えば，保護者や児童生徒のニーズに応じ

た教育の提供と，全国で一定水準の教育を実施
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し機会均等を保障することとの両立のように，

地方の差異をどこまで認め，なにを共通化ある

いは標準化するのか，というナショナル・ミニ

マムの線引きの問題が挙げられる。

これまで，中央一地方関係は，役割分担論や

権限論(裁量論)にみられるように法制度を中

心として議論されてきたO 例えば，中央が政策

立案一地方が政策実施のような役割分担の問題，

機関委任事務に象徴される事務の権限責任の問

題などである。ただこうした捉え方は，政府間

関係の中で働くメカニズムや政治のダイナミク

スを捨象することになる。青木栄ーも「制度が

ただちに実態を説明するかのような認識jであ

り，実態に即した分析が必要であることを指摘

している(青木 2004:8)。

こうした批判に基づいて行われるようになっ

たのが，政策過程分析である。荻原克男 (1996)

は，教育行政の集権的様相(画一化，企画化)

を可能にする要因を文部行政の機構の縦割り性

と文部省の指導助言に求め，アクターの動きに

着目した説明を行っている。こうした研究動向

を青木は，従来の研究が制度に着目した「静態

的J分析であるのに対し， I動態的J分析の段暗

に入ったと評価している(青木 2004:8)。

それが1990年代後半~2000年代になると，中

央一地方関係の集権性，縦割り性という従来の

定説(前提)を間い直す研究が登場する。地方

自治体の政策過程に分析の主眼を置き，その自

律性を明らかにする研究，分権改革の帰結，政

策形成における蓄長やその他のアクターの影響

力について分析した研究などである(青木 2004，

村上 2009，白石 1995)。



これらの研究は従来の定説に対し，実態に即

した調査分析によって中央一地方関係の新たな

側面を見出した点で大きな意義がある。次第に

地方自治体問の関係にも自がi向けられてきた

(青木 2002)。一方で，中央一地方間の関係の

うち地方から中央へという点にはあまり注意が

はらわれてこなかった。その意味ではこれらの

研究も，従来と同様に中央から地方へという視

点に依存していたと考えられる。地方分権の進

展によって，自治体が独自に政策形成を行うよ

うになってきたこと，さらには自治{本間での相

互作用が観察されていることを踏まえるならば，

地方の影響力を捉える新たな枠組みが必要であ

ると考える。

2. 動的相互依存モデル

そこで，中央から地方だけでなく，地方から

中央へというベクトルを視野に入れた分析枠組

みとして有効と考えられるのが，伊藤修一郎

(2002) の提唱する「動的相互依存モデルjで

ある。これは，あるアジェンダに関する自治体

レベルの条例制定と国レベルの法律制定を事例

に自治体関での政策波及の動態を分析し，自治

体での政策革新が起こるメカニズムをモデル化

したものである。伊藤 (2006) は，政策革新が，

初めは「内生条件Jと f相互参照J<1)によって起

こり，その後その他の自治体に緩やかに波及す

ること，その後その政策の[~による採用があっ

た場合には，内生条件の影響がなくなり，未採

用の自治体に急速に政策が波及する「横並び競

争jが起こることを明らかにした。

こうして実証されたモデルは，大きく 2つの

特徴がある。第 1にこれまで垂産関係として捉

えられてきた昌一地方の関係(図 1-1)を相互

参照という側面から水平的に捉えることである

(図 1-2)。都道府県が市町村舎を，屈が都道府県

や市町村-を参照し，双方向のフィードパックの

循環が形成されていると考えるほうが実態をう

まく表せるというのである(図 1-3)。第 2に，

自治体の相互参照と政策決定について時間軸を

投入している点である(函 1-4)。自治体の政策

革新が，自治体から自治体，自治体から呂，国

から自治体へという，政策移転や相互参照など

の棺互影響関係の連鎖(伊藤 2010:257) や循

環の中で引き起こされることがわかる。

これまで教育行政研究においても相互依存の
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実態は指摘されてきた。例えば，教育施設政策

について，量的整備から質的整備に政策課題が

移っていく中で，文部省単独での政策形成が函

難になり，必要な情報を地方の先進事例に求め

たことが明らかとなっている(青木 2004:94)。

この政策矯報の参照は，地方独自の取り組みが

文部省の政策形成の参考とされていたことを示

す事例である。しかし，自治体での政策決定過

程や，国による採用の影響についてまでは明ら

かにされていない。動的相互依存モデルはそう

した点を視野に取り込むものとなっている。

ただ，このモデルの検証については批判があ

る。それは伊藤が選定した事例についてである。

笠京子 (2003)は，研究の眼目が政策波及にあ

るのか，自立的政策形成にあるのかと問い， I国

の介入によって生じる横並び競争で政策を採用

する場合も自律的政策形成に含まれるのであれ

ば，国の補助金やプログラム申請するかどうか

を決める政策決定過程はなぜ除外されるのかJ
と述べ，事例選定についての疑問を提出してい

る(笠 2003:203)。

伊藤が選定した事例は，情報公開条例，環境

アセスメント制度，環境基本条例，福祉のまち

づくり条例の 4つである。政策の性質が政策形

成に影響を与えることから，伊藤は代表的なロ

ウイの政策類型 (Lowi1972) (2)を基に政策の分

類を行った。それが表 lである。政策の作用の

性質が，再配分や規制といった利害関係者の間

の関係が対立的な政策である場合，分配や構成

という非対立的政策に比べ，政策波及は遅い。

つまり自治体で政策革新が行われるか否かが変

わるというのである。

上述の笠の指摘にあるように，伊藤の研-究に

おいては留との権限関係や財源関係が考慮され

ていない。このモデルを教育行政の文脈に援用

表 1 政策の選定理由(伊藤 2002:33)

国の 政策の性質

介入 非対立的(構成的) 対立的(規制)

遅い 情報公開条例
環境アセスメント

制度

早い 環境基本条例
福祉のまちづくり

条例
し畑町
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するとするならば，それらを考慮にいれる必要

がある。なぜなら，教育の機会均等の実現と使

途を教育に特定した費用の確保のために特例的

な仕組みをとってきたこと(黒費負担教職員制

度，義務教育費留産負担制度など)や，指導行

政によって中央から地方に対して政策の確実な

執行を求めてきた経緯があるからである。そこ

で本研究では，国と地方がi司じ事務を分担する

仕組みに関する政策か否か(地方単独で行える

施策か否か)，予算を伴うか否かなどの視点から

事例を選定する。

3量自治体発の教育政策とその採用

上述した伊藤の事例選定への批判及び教育行

政の特徴を踏まえ，本稿では， I新しい職の設

量J，I少人数学級編制の導入J，I市町村費負担

教職員制度jの3つの政策を検討し，動的相互

依存モデルの有効性を考察する。「新しい]臓の設

置J及び「少人数学級編制の導入jは黒費負担

教職員制度及び義務教育費国庫負担制度が関係

する政策であり，財政負担及び権限関係という

観点から検討の対象とした。権限関係について

は「少人数学級編成jが，自の定める標準に影

響を受けるのに対し， I新しい職の設置J.は都道

府県の任意である点に違いがある。「市町村ー費負

担教職員制度jは自治体独自の取り組みを全国

展開するというプロセスを制度化した構造改革

特別区域制度を利用したものであること，導入

は任意で財政負担を市町村単独で行うことを理

由に検討の対象とした。以下ではそれぞれの政

策について，モデルの時間軸に沿って，①自治

体による導入時，②屈による採用時，①採用後，

の3つの段暗に分けて展開過程を見ていく。な

お，自治体独自の取り組みとその留による採用

の経緯や背景等については，政策文書等に加え，

文科省及び自治体の政策担当者に開き取り調

査(3)をもとに報告する。

(1)新たな職の設置一一ー主幹・蔀校長に着目して

①東京都での導入時

新たな職の設置において先進的に取り組みを

始めた東京都は， 2002年3月，東京都立学校の



管理運営に関する規則(以下，都立学校管理規

射と!略記)を改正し 主幹職を設註した。同年

7月には都内全区市町村-において学校管理運営

規則jの改正も行っている。これは従来の主任制

度の限界ωを補うものとして構想された。つま

り学校教育法施行規則に基づくこれまでの主任

制度では，主任に対して都が独自に権限を付与

することができないため 地方教育行政の組織

及び運営に関する法律(以下， i也教行法とi略記)

第23条第 5号に定める「組織編成権jに基づき，

学校運営組織に監督権限を持つ「主幹Jという

職を設置したのである(九また菖Ij校長について

は，学校経営層としての自覚とモラールアップ

を関仏教頭権限を拡充することを目的に，都

立学校管理規則を改正し， 2004年4月より「教

頭Jを「副校長jに名称変更しているヘ

導入の経緯について，東京都教育委員会(以

下，都教委と III告記)は，従前から国に対し，都

道府県教育長協議会を通じて主任期i度の抜本的

見直し(職としての設置，職務権眼の明確化，

処遇改善)を要望してきたが，全く動きが見ら

れないため主幹制度の導入に踏み切った，と述

べている。都道府県間で主任者IJの問題点が広く

共有されていたことがわかる。

導入にあたっては， 00との間で法制度的な調

整が行われている。独自に新たな職を設けると

いうことが法的に可能かどうかについて，事前

に文科省に対して照会を行っている(九文科省

では，省内での検討を経て，学校教育法第28条

(当時)等によって都の権限おいて可能な施策で

あるという結論に至ったという ω。

また，東京都における主幹寄りの導入は学校運

営組織の適正化の一環としての位量づけをもっ

ている(ヘ職員会議の位霊づけの明確化 (1998

年~)，企画調整会議・企画委員会等の設置，教

頭の監督権の明記などが再例に位置付'く施策で

ある。その他，間かれた学校の推進(学校運営連

絡協議会，学校評議員制度の導入，外部評価の

推進，市民講師の活用，学校開放など)，教員の

資質向上(人事考課制度の実施 (1999年~)，研

修の活性化，表彰制度の改善など)，教育条件の

整備(学校の統合改編，学校選択帝uの拡大など)
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が同様に目指されている。これらの施策のうち

いくつかがその後国の施策に位置づくこととな

っておりゅに東京都の学校運営組織の改革が，

閣の施策に先駆けて行われてきたことがわかる。

②新たな職の設置政策の国による採用

主幹・開校長が国レベルで政策課題として議

論に登場したのは， 2004年 6月の中央教育審議

会(以下，中教審と 111告記)初等中等教育分科会

教育行財政部会 f学校運営に関する作業部会j

においてである(1九そこでは東京都や京都府の

先進事例が報告されている。

「主任制度jの問題(ω についてはそれ以前よ

り認識されており， 1998年中教審答申「今後の

地方教育行政のあり方についてjでは，学校の

自主性・自律性の確立に向けた学校運営組織の

見査しの中で，主任制の法令上の位置づけを含

めてその在り方を抜本的に検討することが提言

されている。前述のように，東京都は，都道府

県教育長協議会を通じ，以前より留に対して主

任期j度の改善について要望を出しており，その

意味でも「主任期j度の改善Jが長らく政策課題

としてあったことが確認できる(ゆ。

その後， 2004年12月，学校の組織運営に関す

る作業部会の審議のまとめ「学校の組織運営の

在り方についてjで， i主幹制Jについて検討の

必要性が提言されている。答申として提出され

るのは2005年10月の「新しい時代の義務教育を

創造するjにおいてである。こうした提出を受

け， 2007年に学校教育法が改正され，任意設置

ではあるものの副校長-主幹教諭・指導教諭が

新たな職階として震かれることとなった(14)。

国の制度化以前に，新たな職を設置する自治

体が増えたこともあり(べ国として後押しが必

要と判断されたという経緯がある(16)。すなわち

主任制の問題に加え，学校組織におけるマネジ

メント体制の確立の観点から身分や権限の明確

化が必要であることから，法律上の職として位

置づけることとなったのである。

屈による実質的な制度設計のさいには，特定

の自治体というわけではないものの，先行自治

体の取り組みを参考としたという。主幹を置い



た先行自治体では，それを職として発令してい

るところが多いが，給与表が必ずしも連動して

定められているわけではなかった。また権授に

ついては職務命令を発することができる場合と，

指示あるいは指導助言を行う場合があった。ま

た副校長についても「教頭Jを「説校長jと名

称変更している場合と， I教頭Jとは加に「校長

の権限一部を担う職jとして「副校長Jを置く

場合がみられた。一方 制度化された内容をみ

ると，職位や権限については閣の政策の方向性

に沿って一律に決定されたものの，地方の財政

状況や学校の設置状況にも配慮し，任意設置と

するなど地方が配置を選択できるような内容と

なっている(17)

③新たな職の設置政策の習による採用の影響

独自に新たな職の設置を行っていた東京都で

は，教頭を副校長としていたものを，学校教育

法上の副校長に変更することとし，これまでの

「主幹jを学校教育法上の「主幹教諭jに改めて

いる。ただし，実務上の影響はほとんどなカかミつ

たとさ jれ1ている (ωI凶ω8ω)

一方全留的には，任意設置にもかかわらず，

法律の施行年である2008年には新たに14自治体

(19)が主幹教諭を設置し， 2011年度までに 8割の

自治体が何らかの形で主幹教論を設置している

(高橋2012)。つまり，思による採用によって，

導入が全国的に広がった可能性が指摘できる

(図 2)。

ただし，実際の配置数でいえば，新たな織の

設置は進んでいないとの指摘もある(佐藤 2009:

29) (2ヘ先行した自治体は大都市圏であり，小

規模校を多く有する地方では見受けられず，実

際の導入においても，先行自治体や大きな都市

のある自治体では覆極的に進められているもの

の，配置数がごく少数である自治体もあり，配

寵基準や選考，任命，異動方法・プロセスにつ

いてもパラつきがあるという(111日 2010:38-

40) 。個々の自治体では，学校現場や個~iJの実

態、を踏まえて， I新たな職Jの設置が検討されて

いるが，大都市圏を中心に先行していた制度を

国が法制化した経緯と，もともと資源が十分と
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はいえない地方の実態との組離が表面化してい

る()11口 2010:49)というのである。

この点について，文科省の政策担当者は，特

に学校マネジメントの強化が必要なところに置

かれるものと考えられると述べており，その意

味では，大都市留で配置数が多くなることも想

定されることであった。例えば，都道府県の配

当基準等をみると，特に定められていないとこ

ろもあるが，一般には小学校で12クラス以上又

は18クラス以上，中学校ではおクラス以上の規

模の学校に配置されている例が多い凶。

このように，国による採用後は，自治体の数

としての波及は確認できるものの，その配置の

実態では地域の状況によって偏りが見られた。

(2) 少人数学級編制の導入と展開

従来，都道府県教育委員会(以下，都道府県

教委)は公立義務教育諸学校の学級編制及び教

職員定数の標準に関する法律(以下，義務標準

法)に準拠して学級編制基準を作成せざるを得

ず，事実上少人数学級編制の余地は与えられて

こなかった。これは文部省による厳しい指導が

なされていたからである(青木 2005:112)。ま

た，都道府県教委自らも少人数学級編制を導入

しようとしてこなかったこと，市町村-の少人数

学級編制に対しても抑制的にふるまってきたこ

とが指摘されている(菱村 2003)。



そうした中で， 2000年4月の地方分権一括法

の施行および2001年の第 7次公立義務諸学校教

職員定数改善計画の実施によって，教科等に応

じて少人数授業を行うなど，きめ細かな指導を

行う学校に対する支援が行われるとともに，都

道府県が定める学級編成基準について，特に必

要と認められる場合には 40人を下田る基準の

設定が可能となった。

①山形県での導入時

先進自治体である山形県では「さんさんプラ

ンJという少人数学級政策を行ってきた。 2001

年に検討が開始され， 2002年から段階的に義務

教育段階の全学年における導入を図っている。

しかし，少人数学級の小学校全学年での導入に

理解を得られるまでに相当な時間を要している

(吉田 2006:134)。それは， 2001年の義務標準

法改正が，特別な事情のある場合に一部の学

級・学年における導入を想定していたからであ

る(青木 2005:111 野口ほか 2004:32)。それ

に対し山形県は，具体的な数値基準を設けて一

律に学級編制を行うことを構想していた。

2002年 8月，山形県主催の少人数学級編制研

究会では前川喜平初中局財務課長が， r小 1~ノト

6まで，全ての学級における基準として実施す

る場合は法律違反と言わざるを得ないjと述べ

たことが明らかとなっている。山形県のように，

21-33人という「数値基準を設けた弾力化を実

施する場合には，児童生徒の実態を特別に考麗

したうえでの実施jが前提であり，そうでなけ

れば認められないというのである(長南 2003:9)。

しかし，その後の折衝を走圭て， rさんさんプラ

ンjは認められることとなったω。山形県によ

る実施計画の説明の際には，文科省側が「一律

基準を一定の Ip~の中で少人数化が可能になるよ

うに緩和していく Jと述べていたとされ(長南

2004:9) ，今後の弾力化の可能性がすでにあっ

たことも伺える。

②少人数学級政策の屈による採用

2003年には，特例的な場合に限らず，都道府

県の判断により，全県一律に自の基準 (40人)

を下回る一般的な学級編者iJ基準を設定すること

が可能となった(必要経費は都道府県負担)。こ

の弾力化は，山形県の主張を追認するものと考

えることもできる。 2004年には，さらに，都道

府県の判断で少人数学級を実施する場合，関係

する学校を研究指定校とすることで，加配定数

の活用を可能にするという弾力化が行われた。

これらの弾力化の背景には，小泉政権での三

位一体の改革が大きく関係しているという。

2002年に，義務教育費国庫負担金が見直しの対

象となり，文科省では制度維持のために地方の

自由度を高める工夫が必要となったのである。

その中で，山形県の取り組みがあったというこ

とでは，文科省として案を出す際に，そうした

地方独自の取り組みが間接的に影響していたと

いうことはあったようである凶。

その後， 2009年の政権交代を経て， 2010年に

次年度以降の学級編制及び教職員定数の在り方

についての検討に入ることが表明された。 2011

年2月には，小学校 1年生の35人以下学級を導

入する標準法の改正が実現した。第 8次定数改

善計画は策定されなかったが， 2013年度以降の

計画として， r子どもと正面から向き合うための

新たな教職員定数改善計麗案(日25~29年の 5

カ年計画)Jが策定されている。

少人数学級及び定数改善計画の策定は，政権

交代によって可能となった側面が大きいが，上

述の 5カ年計画の制度設計においては，地方の

取り組み状況を反映した部分もあるという。す

なわち， 35入学級の導入を，小学校低学年から

)1慣に進めるのではなく，地方の主体性によって

学年を選択しつつ， 5年間で中 3までの全学年

で35人以下学級を実現するというものである。

市町村の判断で少人数学級のための加配定数を

少人数指導やT.Tを選択的に活用できるよう

にする弾力化も盛り込まれている。これまでの

各自治体での少人数学級の導入状況が実施学年

等において多様であったことや，市町村による

少人数指導との選択制にしている自治体がある

ことを考意した内容である例。

以上から，少人数学級をめぐる留の制定改正

や運用の弾力化には，地方の動向が間接的にか
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かわっていること，制度設計のさいは，地方の

取り組みを考慮していたことなどが看取できた。

③少人数学級政策の国による採用の影響

義務標準法が改正された2001年度に少人数学

級編制を行った自治体(都道府県)は， 1特別の

事情がある場合に実施j した県を含めると 10府

黒， 2002年には22道府県に広がっている。その

後，全県で一律の基準設定を可能とする弾力化

が行われた2003年には30道府県が，標準法に規

定された加配定員を少人数学級に活用できると

した弾力化が行われた2004年には42道府県が導

入するに至った(図 3参照)(25)。

国による弾力化が，自治体での導入を促進し

たと考えることができる一方で，必ずしも留の

採用によって横並び競争が起きていないことも

観察される。例えば少人数学級編制は2001年の

国の最初の弾力化後も2006年， 2011年まで導入

しない自治体も存在した。

2011年の義務標準法改正では，小学校 l年生

の学級編市Jjの標準を35人とする際，必要な基礎

定数4000人，既存の加配定数から1700人を振り

替えて活用した。それにより，すでに加配定数

を活用して少人数学級を実施していた自治体で

は， 35人に引き下げることによる基礎定数増の

恩恵が少なく，一方で加配削減を全国一律に行

15 100% 

12 
12 12 

80% 

9 60% 

6 40% 

3 
3 

20% 

。 。%
55 555 5 555 5 
畿鱗議選採用件数 回目圃累計度数

図3 少人数学級編制の波及

文部科学省「学級編制及び教職員定数に関する

基礎資料jより筆者作成
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ったために，少人数学級への振替を行っていな

かったところで，少人数指導のための加配定数

が削減される事態が生じ，必必、ずず、しも教育環境の

改善につながらなカか、つた自治体も存在した(凶2泌矧6ω)

このように毘庫負担告嗣制UJ度支と連動する少人数学級

政策は，国の措置の仕方で地方の取り組みが左

右されることがあった。

(3)市町村費負担教職員制度

①自治体での導入持 (1前史J(27)的取り組み)

構造改革特別区域制度(以下，特区制度と略

記)での取り組みを経て， 2006年に全国展開さ

れた市町村費負担教職員制度であるが，制度の

成立以前から，児童生徒数の減少を背景として，

一部の自治体では市町村独自の教員の雇用が

行われていた。例えば，長野県小海町，川上村

(~可内 2009:8)，佐賀県波北波多村，相知町(田

鵠 1998:22)などの試みである。

以下では小海町の事例を主に見ていく。小j毎

町では， 1985年度以来，過大規模学級を担任す

る教員の負担を減らすこと，少人数学級によっ

て教育的効果を挙げることを目的として町費に

よる教員採用を行っていた(阿内 2009:2)。問

題は，町費で「学級を担任する教員Jを採用・

配霊することと，都道府県の学級編制基準との

関係である。小海町では，町費による教員採用

で 1学年 2学級とすることついて1998年までは

県教委の許可を得てきた(田嶋 1998:21)。しか

し，その後，新聞による全毘的な報道を契機に，

許可が得られず，協議の末， 1 1学級 2グルー

プjとする T.T方式を取り入れることとなっ

た(町費負担教員は副担任)。これは形式とし

て，国の標準に沿ったものとする措震である倒。

こうした「前史j的取り組みにおいては，県

教委がそれを黙認してきた，あるいは県教委が

容認できるかたちで形式的に運用変更が行われ

てきた。文部省においても，ある程度の認識は

されていたものの，特段取り上げられることが

なかったようである。そして，特区事業及び，

その後の全国展開の際にもこれらの前史的取り

組みが影響を与えたものではないというのが政

策担当者の認識であった。



②市町村費負担教職員制度の国による採用

(特区事業及びその全国展開)

2003年度より実施された特区制度は，地方発

教育政策が屈によって採用されるプロセスその

ものが制度化されたものといえる。特区事業は

「先行的実施Jという考え方に基づいており(斎

藤 2002:33)，全国展開を前提としている。手

続としては，①特区事業の提案の採用と計画の

認定，②成果と全国展開に関する評価の 2段階

で国での調整が行われる問。

I!lによる採用について，結論から述べるなら

ば，市町村ー費負担教職員制度の全国展開は，地

方分権の一環という位置づけはあったものの，

当時多くの市町村ーが要望していたものではなく，

文科省としても積極的に進めていく施策ではな

かったとされている(紛。市i男子す費による教員採

用は特区事業として2003年度より徳島県海部町

山を始めとした自治体が申請したことで冒とし

ての制度化が動き出したが， 2002年8月段階で，

すでに遠山敦子文科大臣が市町村-費負担で都道

府県の基準を超えた教職員配置を可能にするこ

とを提示している。義務教育費国産負担金が見

藍しの対象とされる中で，地方の裁量拡大の一

環として，当初から視野に入れられていたので

ある ω。

特区制度による全国展開市町村費負担教職員

制度が全国採用される過程については押田

(2008)が詳細を明らかにしている。全国展開

を検討ーするさい，文科省では，弊害有りとして

特区事業が適正に実施されていない状況での全

国化に対して'慎重の姿勢を示していたことが示

されている(押田 2008:77)。結果として，評価

委員会では独自の調査に基づいて，市町村費負

担教職員の法律上の取り扱いに何らかの調整が

必要としたものの，問題点の解消は，都道府県

一市町村'問でなされるものであるとして， 2006 

年度からの全国展開が決定された(押田

2008:78)。これを受け，文科省では，都道府県

による市町村への負担転嫁が行われないよう，

都道府県が給与を負担する教職員の範囲を明確

化するとともに，通知によって留意事項などの

周知を行うこととなった。

③市町村費負担教職員制度の毘による採用の

長ノ主塁Z
思ン言雪

市町村ー費負担教職員制度が全国展開されて以

降，その数は漸増している(表 2)。しかし，小

中学校のいずれかに市町村費負担教職員を配置

する自治体は2010年度時点で83市i町村であり，

多くの自治体で採用しているというものではな

いω。それは，この制度が，県費負担教職員制

度の補完的位置づけ (34)であるからである。加え

て，雇用を継続するためには自治体の財政力が

大きく関係する。各都道府県内のどの市区町村

にどれだけ配置されているのかを詳細にみる必

要があるが，政令市など(大阪市，杉並区，京

都市，福間市，奈良市)財政規模の大きな自治

体で多く任用されている。

一方，これまで特区制度において市町村-費に

よる教職員の任用を行ってきた地域(押田 2008:

79)をみると，事業を継続しているところは多

くない問。

この政策は財源の確保が必要という点で，自

治体の財政状況及び必要性に応じた採用が行わ

れている。全国展開したことで形式的には自治

体の選択のi揺が拡大したが，横並び競争は起こ

らなかったと言える。
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表2 市町村費負担教員数の推移

(出典) i学級編指IJ.教職員定数改善等に関する基礎資料j

(2012年10月l日最終アクセス http://www.mext.go.jp/
a menu/ shotou/hensei/005/ 1295041.htm) 

4.考察

ここまで 3つの施策を動的相互依存モデルに

基づいて自治体での導入から留による採用，そ

の影響までを確認してきた。以下では，まずモ

デルによって観察可能となったと考えられる点

をいくつか指摘したい。



第 lに留による政策採用の背景には，自治体

問での相互参照による政策波及があったことで

ある。第 3節で検討した「新たな職の設置jに

みられるように，国の政策課題として検討され

る以前に，自治体で、の政策採用が広がっていた。

また，先行自治体(東京都)では施策導入時に

国の制度との調整を行っており，自治体の導入

の経緯の中で，自治体と留の政策担当者との間

でアイデイアの共有が図られたと考えられる。

これは，国の政策採用に影響を与えなかったと

された「前史j的な市町村費による職員採用に

も当てはまる。先行する自治体が一定数存在す

ることで，間接的ではあるが国の政策採用に影

響を与えたとみられる。モデルによって複数の

自治体と留との関係を捉えることができた。

第2に，上述のような屈による採用と地方の

取り組みの相互影響のプロセスが，少人数学級

政策の展開に見られるように，自治体独自の取

り組みとその国による受容との繰り返しで政策

の発展を促していくということである(図 4)。

具体的には2001年の標準法改正以降， 2003年，

2004年の弾力化， 2011年の小学校第 1学年での

35入学級の実現を 自治体と国との相互影響関

係による政策循環と捉えることができる。ただ，

実際には三位一体改革や2006年の行政改革推進

法(簡素で効率的な政府を実現するための行政

改革の推進に関する法律)や政権交代に大きく

影響を受けており，副次的な影響関係にとどま

るものの，こうした発展過程を捉えることがで

きる点にこのモデルの有用性がある。

このように動的相互依存モデルによって政府

間関係を捉えることで 中央一地方間での政策

to 

図4 政策循環図(筆者作成)
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形成の新たな課題も見えてくる。第 1に，政策

導入のための条件整備という課題がある。例え

ば，上述の「新たな職の設置jでは，県費負担

教職員として国庫負担の対象となったことで，

財政的条件が改善され，自治体が配置を選択で

きる可能性が高まったO 自治体の政策の導入条

件を改善することは，政策選択の可能性を広げ，

その意味で自治体の意志決定の尊重と，平等感

の形成に寄与すると考えられる。少人数学級政

策においても，国庫負担の対象となる加配定数

の活用が可能になったこと 国の標準が l学年

ではあるが35人となったことで，都道府県は

財源の裏付けを得ることができた。また伊藤

(2002) が指摘するように，留による採用によ

って，政策導入に反対する勢力は小さくなり，

法整備や情報の蓄積などによって成果に対する

予測可能性が高まる(不確実性が低減する)と

いうことであろう。

第2に，政策導入の促進と必要性という問題

である。上述のように，政策導入の条件整備が

進む一方で，屈による採用が社会的な政策の正

当性や当然性を高めることで，不要な導入を促

す可能性も指摘できる。すなわち，自治体の必

要性に基づく導入ではないことが起こり得る。

新たな職の設置や少人数学級政策においても屈

の採用によって政策波及が進んだように見える。

しかし，他の自治体でうまく行ったことが当の

自治体でうまくいく保障はない。実際に「新た

な職の設置jでは，制度と小規模自治体の実態

との組離が，少人数学級では少人数指導の有効

性や児童集匝をむやみに分けることへの批判

(雁部他 2010:46) が指摘されている。必要性

を考慮しない政策の広がりは，逆機能を生む可

能性がある。その意味では自治体の政策形成

(選択)能力が今後一層重要になる。

5. まとめと今後の課題

本稿の巨的は，地方分権改革以降の教育政策

形成における政府間関係を検討するさいの分析

枠組みとして， I動的相互依存モデルjを援用す

ることの有効性を検討することであった。

その有効性については 以下の 2点が指摘で



きる。ひとつは，これまで別個に捉えられてき

た，国と地方の政策システムを一つのプロセス

の中にとらえることができる点である。上述の

ように，一つの政策の発展(例えば少人数学級

政策)を，国と地方の相互の影響関係(政策の

サイクル)としてとらえることが可能になる。

例えば，自治体での新たな政策の採用は，初め

は従来の制度の特例や例外として位置づけられ

ていたが，その後，屈の制度化によって例外が

普遍化される(例外でなくなる)ことで，自治

体にとって政策導入の条件(財源，情報，法的

側面)が整備されていくことにつながっていた。

一方で，不要な政策波及の可能性や，先進自治

体の拘束などの影響も観察された。

もう一つは，こうした一つのプロセスで国一

地方の政策形成を捉えることで，国一地方の役

割分担や権限関係を不断の見産しの過程の中に

捉えることが可能となる点である。例えば刀、)11

正人は「ナショナル・ミニマムjの設定につい

て，それは f達成されたか否か，達成されなか

った場合には原因は何かを明らかにしながら継

続的な支援-援助を要請するJのであり， iく政
策の決定一実施一評価・検証一必要な支援-援

助と政策の手直し〉という教育政策サイクルの

中ではじめて「ナショナル・ミニマムJの意義

が生まれるj と指摘している(小川 2006:24)。

それは，共通化，標準化すべきものの決定のさ

れ方を国の政策過程のみでなく，国と地方双方

の相互関係の中で考える必要があるということ

を示唆する。

以上を踏まえ，今後の課題として以下の点が

挙げられる。自治体及び国の政策採用について，

実態の解明が不十分だったことである。どのよ

うな内生条件のもとで政策の導入がはかられた

のか，相互参照はなされたのかなど採用を促進

した要因にも着目する必要があった。今後は実

際の調査等によって偲別の事例の詳細な政策過

程を明らかにしていきたい。またそのさい，事

例選定の妥当性についてもその根拠をより明確

にする必要がある。本稿では財政負担や教育行

政の特徴に基づいて事例をとりあげたが，それ

ぞれの事例がどのような性質の政策であるかは

十分に検討できなかった。今後，今回の事例と

対比して財政負担がなく(比較的少なく)上位

政府の補助が不要な事例を取り上げることが考

えられる。例えば，特別な教育課程の編成や学

校支援地域本部事業などがある。動的相互依存

モデルに対して，教育行政の実態を踏まえて修

正を加えて行くためにも，実証研究を進めるこ

とが求められる。

注

( 1 )内生条件とは，当該自治体が管轄する領域の

社会的，経済的，政治的条件のことである。ま

た相互参照とは，自治体が政策決定に際して，

他の自治体の動向を参考にする行動を指す(伊

ii事2006:36)。

( 2 )政策類型論の代表的な提唱者であるロウイは，

政府による強制の可能性の度合いとその作用の

対象が個人か環境かに着目し分配的政策，構成

的政策，規制的政策，再配分的政策の4つに分類

している (Lowi1972) 0 

( 3) 2012年10月15Bに東京都教育委員会人事部勤

労諜担当者，同年10月17Bに初等中等教育局財

務課定数企画係係長，同年10丹22日に初等中等

教育局初等中等教育企画課教育公務員係係長へ

開き取りを行った。

(4 )主任命iJの限界として，①監督権限を持たない，

②，)識jとして設置されていない，①主任として

の能力育成が菌難，④主任の職責に見合った袷

与表の級が置かれていない の4点が指摘され

ている。

( 5) 2001年10月東京都主任制度に関する検討委員

会「主任制度に関する中間のまとめJ

( 6 )中央教育審議会初等中等教育分科会教育行財

政部会学校の組織運営に関する作業部会第 5囲，

東京都説明資料 7，教頭の名称変更と権限の拡

充についてJ(2012年10月12日最終アクセス

http://www.mext.go.jp/b_menu/ shingil chukyo 

I chukyo3/017 I gijiroku/05030201/001/006.htm) 

( 7) 2002年2月19日東京都議会文教委員会「平成

14年度東京都議会文教委員会速記録第 2号J

(2012年10月11B最終アクセス http://www.

gikai.metro. tokyo.jpl record/bunkyol d3030053. 
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html) 

( 8) 2012年10月22日開き取り調査より。 1日学校教

育法第28条は現法では第37条となっている。

( 9) 2002年 1月 主任ilJ1J度に関する検討委員会最

終報告「学校運営組織における新たな職『主幹j

の設置に向けて」

(10)例えば，職員会議の補助機関としての位置づ

けについて，都は， 1998年 7月の都立学校管理

規則の改正で明確化した。これは， 1998年9月

の中央教育審議会(以下 中教審と II治記)答申

にも盛り込まれている。さらに都の人事考諜制

度も， 2004年の学校の組織運営に関する作業部

会の「審議のまとめjにおいて「教職員の評価

と処遇jの中で取り上げられている内容に近い

ものとなっている。

(11)作業部会第2回 (2004年 6fJ 10日)，第 3回

(2004年6月25B)。

(12) 1998年中教審答申では，主任制度の導入以

後，主任手当の拠出運動などを伴って，長い開

教職員団体等の反対運動が続いていたこともあ

り，①一部の地域における主任制の形骸化，②

主任の種類や設置の在り方が一律で、あることか

ら，学校の個性化-多様化や，いじめ，不登校，

学校の小規模化などに十分対応できなくなって

いることが指摘されている。

(13) 2012年10月22日開き取り調査より。

(14)学校教育法第37条の改正とともに，県費負担

教職員として，また公立義務教育諸学校におけ

る教職員定数の標準の対象となる職にも，これ

らの新たな職が加えられた(義務標準法第 2条

第3項など)。

(15)東京都以外に，埼玉県，神奈川県をはじめ，

いくつかの自治体で主幹，副校長の設置が行わ

れていた。その後さらに2006年10月の段踏で 7

自治体(5都府県， 2市)で主幹制が導入され，

検討中の自治体も19に上っている。

(16) 2012年10月22日開き取り調査より。

(17)向上

(18) 2012年10月15日東京都教育庁人事部勤労諜へ

の開き取り調査より。

(19) 2011年度時点での都道府県及び政令指定都市

の66自治体。

(20)その要因として，佐藤は①給与等の財源問

題，②小規模校や教員採用数や年齢構成の現状

から適正な教員配霊が困難であること，①職の

柔軟性，融通性の欠如(一般の教諭等に戻せな

いなど)があげられている。

(21)公立学校教職員の人事行政の状況調査「校長

等の登用状況Jo2012年度4月で主幹教諭の総数

は18，968人となっている。

(22)その理由として，吉田 (2006:134)は，①山

形県においては適用学級が25%程度と一部であ

ること，②すべての学級を対象とする基準では

ないこと(児童生徒が68人以上の学年のみに適

用)，①実施は市町村の判断に任せ，全県での実

施とはしないと主張したこと，④山形県「独自

の財源によるJと強調したこと，を挙げている

(吉田 2006:134-136)。

(23) 2012年10月17日聞き取り調査より。

(24)向上

(25) 2006年までに46道府県が導入， 2010年に東京

都が導入したことにより，全都道府県で少人数

学級への取り組みがなされることになった。

(26) 2012年10月17日開き取り調査より。

(27)市町村ー費による教職員の任用に関し，関内春

生は2000年地方分権一括法以前の取り組みを

「前史Jと区分している(阿内 2010:51)。

(28)長野県教委が，小海i可教委に対ーして「教育の

機会均等を重視し，留の標準にそったものとす

べきJという指導を行ったことも報告されてい

る(田嶋 1998:20)。

(29)全国展開の判定は評価・調査委員会 (IB評価

委員会)が行う。各省庁との意見交換があるが，

反対する場合の枚挙責任は省庁側にある。

(30) 2012年10月17日開き取り調査より。

(31)徳島県海部町では1994年より町費によって教

員を雇用してきた。特区事業に認定されたこと

で，自I費教員を学級担任として任用することが

可能となった(押田 2008:72)

(32) 2002年10月31日経済財政諮問会議遠山大臣提

出資料 (2012年10月10日最終アクセス)

(33)都道府県別の採用人数(合計-(小/中))は，

2011年度で，多い)11真に①大阪府:256人 (100/156)， 

②東京都130人 (123/7)，③京都府121人 (35/86)， 
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④福間県114人 (88/26)，①奈良県90人 (79/11)

となっている(表 5)。小中いずれかに市IllJ‘村費

負担教員を配置する26都道府県のうち，上位 5

県で、711人と全体 (1074人)の66%を占める。

(34) 11fl EEl (2008: 79)は， r_l二乗せ施策Jでありサ

ブシステムであることを指摘しているが，文科

省においても，県費負担教職員を前提としてお

り，市urri寸費負担<<)IJ度について地方問での格差

が存在するとは考えられていない (2012年10月

17日開き取り調査より)。

(35)児童生徒数の変動や市IllTi寸合併ーなどが影響し

ているが， 2005年までに特区申請していた30自

治体のうち， 2010年度時点でも任用を行ってい

る自j台体は， 12自治体であった。
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Framework for Intergovernmental Relations in Educational Policymaking: 

Applicability of the Dynamic Interdependent Model 

Emiko UCHIYAMA 

The purpose of this paper is to study the availability of a framework for analyzing intergovernmental 

relations in educational policymaking. This framework is called the “Dynamic Interdependent Model". This 

study adopts three cases that draw on new policies crafted and implemented by local governments and the 

impact each had across the country and became national policy. 

First， :findings in an analysis according to the model reveal policy diffusion among local governments 

behind the adoption of new educational policies at the national level. The existence of a given number of 

“advanced" local governments influenced the adoption of a national policy although this was indirect. 

Moreover， because of new arrangements and adjustments between local systems and the national system in the 

process of introducing new policies at the local government level， it would appear that the idea of a innovated 

national policy was shared between local and national administrators. 

Second， the model demonstrates interactions of local governments' own policy innovations with adaptation 

of local policies by the national government are conducive to development of policy. 

Third， the model αptures a snapshot of new problems in policyrnaking between the national and local 

governrnents. One problem is the necessity to develop conditions for policy innovation by local governrnents. 

The other is the adaptation of new policies by the national governrnent leads to the potential for unnecessary 

policy diffusion at the local government level. 

In conclusion， :first the dynamic interdependent model captures the relationship between the national-local 

policy systern and the developrnent of educational policies (national働localpolicy cycle). 

Second， the model provides a broad perspective， enabling an analysis of authority， responsibilities and the 

division of roles of the national and local governments in the process of conducting ongoing reviews， and allows 

for an examination of the issues of dysfunction in intergovernmental relations involving policyrnaking. 

As described above， the model rnakes available a framework for analyzing intergovernrnental relations in 

educational policyrnaking in an era of decentralization. 
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